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2024 年 2 月吉日 

TMI 総合法律事務所 
 
 

TMI 総合法律事務所／EY 新日本有限責任監査法人 

共催セミナー【名古屋開催】のご案内 
 

「サイバーセキュリティ対応の企業実務 

～平時・有事における組織的・法的対策の進め方～」 
 

 日  時 ： 2024年3月19日（火） 

 セミナー 15：00～17：00（受付開始14：30） 

 会場懇談・名刺交換 17：00～17：30 

 

 会  場 ： TMI総合法律事務所 名古屋オフィス セミナールーム 

          愛知県名古屋市中区錦1-11-11 名古屋インターシティ 3階 

          （地下鉄東山線・鶴舞線「伏見駅」10番出口直結） 

   

 講  師 ： EY新日本有限責任監査法人 

  プリンシパル 杉山 一郎 氏 

 

  TMI総合法律事務所  

  寺門 峻佑 パートナー弁護士 

 

 参 加 費 ： 無料 

 

 

 

【開催趣旨】 

この度、EY新日本有限責任監査法人及びTMI総合法律事務所が「サイバーセキュリティ対応の企

業実務～平時・有事における組織的・法的対策の進め方～」と題するセミナーを開催することとなりま

したのでご案内申し上げます。 

デジタル環境に依存して業務を行う現代においては、企業は、サイバーセキュリティ対策を行わな

い、という選択肢はないといっても過言ではありません。サイバーセキュリティへの認識や取組みが

不十分だったことにより、業務停止や契約上保護すべき情報の漏えいや第三者への損害等を引き起

こせば、顧客等のステークホルダーからの信頼を失い、損害賠償責任を問われることもあります。そ

して、この対策は、事業の規模・内容・性質に応じて組織的に行う必要があります。 

さらに、近年は、日本の個人情報保護法や EU の GDPR 等、さまざまな国のデータ保護法におい

て、データ保護に対する厳格な要求事項が課されていることに加えて、各業法や、企業間における契

約でも、サイバー攻撃に対する安全管理措置が強く要請される傾向にあります。 

こうした近年の状況を踏まえまして、企業のサイバーセキュリティについて最低限押さえておくべき

ことを解説した、講師らによる書籍、『サイバーセキュリティ対応の企業実務～平時・有事における組

織的・法的対策の進め方～』（中央経済社）を出版いたしました。同書では、平時・有事それぞれの場
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面で、実務上留意すべき事項や、国内法令・海外法令における対応を詳説すると共に、最終章では、

多発するランサムウェアインシデントへの対応を架空のケースを設定して具体的に解説しています。 

本セミナーでは、同書の編著者である講師陣により、同書の内容をサマリーしつつ、企業のサイバ

ーセキュリティについて最低限押さえておくべきことをお伝えいたします。サイバーセキュリティ対応の

組織的・法的対策の進め方についての企業実務に興味のある方はぜひご参加ください。 

なお、本セミナーの前半の解説パート（概要欄記載の1.～4.）については、2023年9月11日に実施の

“TMI特別セミナー「サイバーセキュリティ対応の企業実務～平時・有事における組織的・法的対策の

進め方～」”の同パートと同趣旨の内容となりますが、今回の名古屋会場では、編著者2名の講師に

よる解説となりますので、内容をアレンジ予定です。また、後半のパネルディスカッションおよび質疑

応答パート（5.及び6.）につきましては、今回の名古屋会場固有の内容となり、また、事前・当日に頂い

た質問への回答や、直近におけるインシデントについて、編著者2名の講師それぞれの視点から、各

種考察を行う予定です。 

皆様のご参加を心よりお待ち申し上げます。 

 

●参考図書 

杉山一郎・寺門峻佑編著 『サイバーセキュリティ対応の企業実務～平時・有事における組織的・

法的対策の進め方～』（中央経済社）  ※2023年9月28日発売 

 

 

【概要】 

1．サイバーセキュリティ対応の企業実務の概要 

2．平時のサイバーセキュリティ課題の実務例 

   セキュリティ専門組織の組成・運用・人材育成などの組織課題と、EDR やサイバーインテリジェン

スなどの新技術を取り入れるメリットや留意点などの技術課題について、管理部門が知っておく

べきポイントを、実務例をベースに解説します。 

3．有事のサイバーインシデント対応の実務例 

   各組織は、サイバーインシデントの発生時にどのように対応し、影響を最小化しているのか、有

事において最低限留意すべきポイントを、法務と技術の両面から、実務例をベースに解説します。 

4．サイバーセキュリティと法的対策の考え方（国内法令対応と海外法令対応） 

   上記を踏まえて、各組織において、特に、法務・コンプライアンス部門は、サイバーセキュリティと

の関係でどのような法令を押さえ、どのような法的対策を講じているのか、整理・解説します。 

5．パネルディスカッション 

   サイバーセキュリティ対応を進めたいが経営層や関係部門の理解や協力を得られない、どのよ

うな役割分担で取り組むべきか悩ましい等、皆様からのお悩みや疑問に対してそれぞれのパネ

リストの知見を踏まえて議論します。 

6．質疑応答 

 

 

【講師紹介】 

＜TMI 総合法律事務所＞ 

寺門 峻佑 パートナー弁護士 

＜経歴＞ 

日本国・ニューヨーク州弁護士、東京弁護士会所属、情報処理安全確保支援士、情報セキュリティ監

査人補。RIZAP グループ株式会社社外取締役監査等委員、株式会社インティメート・マージャー社外

取締役、内閣サイバーセキュリティセンタータスクフォース、経済産業省大臣官房臨時専門アドバイ

ザー、陸上自衛隊通信学校非常勤講師、滋賀大学データサイエンス学部インダストリアルアドバイザ
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ー等を歴任。国内外の個人情報保護法対応・情報漏えいインシデント対応、プラットフォーム開発・ラ

イセンス関連の IT 法務、IT 関連の国内外紛争・不正調査案件を主に取扱う。 

 

詳細はこちら 

https://www.tmi.gr.jp/people/s-terakado.html 

 

＜EY 新日本有限責任監査法人＞ 
杉山 一郎 氏 
＜経歴＞ 

EY 新日本有限責任監査法人 プリンシパル。 

国立金沢大学卒業後、住宅建材メーカーにて事業企画および IT の担当として勤務した後、デジタル

フォレンジックやサイバーセキュリティの専門会社にてインシデントレスポンスや人材育成等の業務を

担当。2014 年に新日本有限責任監査法人（現 EY 新日本有限責任監査法人）に入社し、フォレンジッ

クテクノロジーおよびサイバーアシュアランスの日本リージョンのリーダーを務めている。GIAC 

Certified Forensics Analyst 等の資格を保有。 

 

 

【申込方法】 

以下の、本セミナー専用申込ページより、申込をお願いいたします。 

 

申込期間 ： 2024 年 2 月 28 日（水）10：00～同年 3 月 13 日（水）17：00 

本セミナー専用申込ページ  ： https://tmi.smktg.jp/public/seminar/view/21379 

 

 

【注意事項】 

・30名様の受付とさせていただきます。ご好評につき満席となった場合には、抽選とさせていただき、

ご出席いただけない場合がございます。予めご了承ください。 

・録音・録画はご遠慮ください。 

・恐れ入りますが、企業内弁護士・弁理士を除く弁護士・弁理士の方（企業に出向されている弁護士・

弁理士の方を含む）の参加はご遠慮ください。・ご登録いただいた情報から所属先の確認ができな

い方など、当事務所が適切ではないと判断した際には、個別にご連絡することなくご参加をお断りす

る場合がございますので予めご了承ください。 

・お申込みいただきましたお客様の個人情報につきましては、TMI総合法律事務所及びEY新日本有

限責任監査法人（https://www.ey.com/ja_jp/legal-and-privacy/ey-shinnihon-privacy-policy）が、プ

ライバシーポリシーに従って適切に取り扱わせていただきます。 

・やむを得ず開催方式の変更、中止等が生じる可能性がありますので、予めご了承ください。 

・会場開催にあたり、体調がすぐれない方（発熱、咳など風邪の症状がある方を含みます）は、ご参加

をお控えくださいますようお願いいたします。 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

TMI 総合法律事務所 名古屋オフィス 

担当：狩野、水野、石橋   

電話：052-219-2626（代表） 

e-mail：cyber_security_seminar@tmi.gr.jp

 


